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（1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年1月期 112,820 9.6 6,905 △1.9 6,328 1.7 3,661 △6.2

24年1月期 102,973 12.5 7,038 △22.4 6,225 △21.9 3,904 △42.6

（注）包括利益 25年1月期 3,803百万円 （ ％）△1.1 24年1月期 3,844百万円（ ％）△43.7

1株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年1月期 135.87 135.36 9.9 7.6 6.1

24年1月期 144.99 144.67 11.3 8.1 6.8

（参考）持分法投資損益 25年1月期 －百万円 24年1月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年1月期 87,484 38,486 43.9 1,426.00

24年1月期 79,774 35,680 44.7 1,323.50

（参考）自己資本 25年1月期 38,432百万円 24年1月期 35,640百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年1月期 △3,413 △559 3,957 12,750

24年1月期 △1,808 144 △1,262 12,766

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年1月期 － 19.00 － 19.00 38.00 1,023 26.2 3.0

25年1月期 － 19.00 － 19.00 38.00 1,024 28.0 2.8

26年1月期（予想） － 20.00 － 20.00 40.00 21.6

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期（累計） 63,350 6.2 4,040 14.9 3,680 13.9 2,340 24.3 86.84

通期 132,200 17.2 8,650 25.3 7,940 25.5 4,980 36.0 184.81



4．その他

新規 社 （社名） 、除外 社 （社名）

（2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（3）発行済株式数（普通株式）

※  監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸

表の監査手続は終了しておりません。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

当社は、平成24年12月25日に、一建設株式会社、株式会社飯田産業、タクトホーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホー

ム株式会社と「経営統合に関する基本合意書」を締結いたしました。詳細につきましては、平成24年12月25日公表の「経営統合に関する基

本合意書の締結について」をご覧ください。

なお、上記平成26年１月期の配当予想及び業績予想につきましては、現在の組織を前提に算定しております。

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

－ －

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更 ： 無

③  会計上の見積りの変更 ： 無

④  修正再表示 ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年1月期 26,965,956株 24年1月期 26,942,956株

②  期末自己株式数 25年1月期 14,511株 24年1月期 14,339株

③  期中平均株式数 25年1月期 26,946,220株 24年1月期 26,927,423株
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(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による影響が残る中、復興需要等を背景に、生産、企業収益

等に一部持ち直しの動きが見られたものの、全体的には円高、株安の影響で景気の不透明感が続きましたが、年末の

政権交代により、新政権の掲げる経済政策への期待から円安及び株高の傾向が現れ、デフレ脱却と景気回復への期待

感が高まっております。しかしながら、海外景気の下振れや不透明な雇用・所得環境により景気が下押しされるリス

クも存在しており、また今後においては各種の増税政策や保険料負担の増加等の動向により、消費の先行きにも不透

明感が残る状況にあります。

当社グループが主体とする不動産業界においては、消費の不透明感の影響がありながらも、住宅エコポイント制度

や低金利政策等の各種の住宅取得促進政策を背景に、低水準ではありながらも新設住宅着工戸数が３年連続の増加と

なり、地価下落傾向の底打ち感も現れるなど堅調に推移しております。また本年１月に発表された平成25年度税制改

正大綱では住宅ローン減税政策の延長・拡充の方針が打ち出されるなど先行きにおいても市況の活性化が期待されま

すが、その一方で供給過多な状況も出始めており、在庫リスクが強まってきております。

このような市場環境に鑑み、当社グループの主力である戸建住宅においては、適正な在庫回転率及び在庫水準維持

のための仕入・着工・販売のバランスの平準化に注力し、商品力の向上として、「長期優良住宅」認定住宅の標準仕

様化、住宅性能評価書全棟取得、太陽光発電システム搭載住宅の採用等、またエリア展開として、東海地方、関西地

方及び首都圏における新規出店、それに伴う人員体制の強化等を通じ、安定的な事業基盤の構築及び事業の拡大を図

りました。

その結果、当連結会計年度において、売上高については概ね想定通りの水準となりましたが、利益面においては、

直近でこそ緩やかな回復基調はあるものの、期初からの土地仕入競争の激化並びに供給過多気味な市場の影響を受

け、各段階利益は想定を下回ることとなりました。

販売費及び一般管理費においては概ね想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本方針に沿っ

た財務活動を実施することにより、金融費用の低減を図ることができております。

以上の事由により、当連結会計年度における売上高は1,128億20百万円（前期比 ％増）、営業利益は69億５百万

円（前期比 ％減）、経常利益は63億28百万円（前期比 ％増）、当期純利益は36億61百万円（前期比 ％減）

となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産分譲事業

戸建住宅においては、前連結会計年度と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る売上

高は 億 百万円（前期比 ％増）となりました。土地に係る売上高は９億 百万円（前期比 ％減）、

建築条件付戸建住宅に係る売上高は 億 百万円（前期比 ％減）、不動産分譲事業の周辺業務に係る売上高は

２億 百万円（前期比 ％減）となりました。これらにより、不動産分譲事業全体の売上高は合計で 億 百

万円（前期比 ％増）となりました。

②建築請負事業

建築請負事業に係る売上高は、 億 百万円（前期比 ％減）となりました。

③不動産賃貸事業

不動産賃貸事業に係る売上高は、３億 百万円（前期比 ％増）となりました。

当社グループを取り巻く事業環境は、各種政策や復興需要等による穏やかな景気回復が後押しするなどして底堅

い個人支出が窺えるものの、世界経済の減速や欧州・アジアへの輸出などの下押しが外需を停滞させるなどの要因

となり、依然として国内景気の先行きが不透明な状況にあります。

当社グループが主体とする不動産・住宅業界においては、平成24年の首都圏戸建分譲住宅の着工棟数が震災の影

響を受けた前年を着実に上回るなど、市況の回復傾向が現れており、新政権下での住宅取得促進政策にも期待が高

まる状況にあります。しかしながら、その一方でこれらの各種経済政策の効果による需要を睨んだ販売活動によ

り、引続き供給過多な市場環境が続く可能性もあり、この市場環境に伴う消費者の選択肢拡大や雇用・所得環境の

伸び悩みから、戸建分譲住宅における販売価格は弱含みで推移するものと想定されます。

当社では引続き、戸建分譲住宅ブランド「Blooming Garden」の標準仕様を「長期優良住宅」認定住宅としなが

ら更なる原価の見直しを行い、短期の在庫回転期間を維持するため仕入・着工・販売のバランスを保ち、想定され

る価格競争下においても適正な収益が確保できる販売体制を構築してまいります。

また、事業戦略を安定性重視の首都圏と成長性重視のエリアで分けることにより、それぞれの戦略の実現可能性

を高め、首都圏偏重の収益ポートフォリオの改善と新たな成長機会の早期獲得を目指してまいります。

上記を踏まえた当該方針に基づく次期の連結業績予想は、売上高 億円（前期比 ％増）、営業利益 億

百万円（前期比 ％増）、経常利益 億 百万円（前期比 ％増）、当期純利益 億 百万円（前期比

％増）を見込んでおります。

なお、現時点では平成25年11月を目途に予定しております、一建設株式会社、株式会社飯田産業、タクトホーム

株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会社との共同持株会社設立による経営統合による影響

は見込んでおりません。

１．経営成績・財政状態に関する分析

9.6

1.9 1.7 6.2

388

1,073 99 13.1 35 37.1

11 15 63.9

29 5.0 1,096 80

9.9

27 83 3.1

57 7.2

1,322 17.2 86

50 25.3 79 40 25.5 49 80 36.0
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(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加となりまし

た。これは主に、仕掛販売用不動産等のたな卸資産が 億５百万円増加したこと等によるものであります。

当連結会計年度末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加となりまし

た。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた短期借入金が49億83百万円増加した

こと等によるものであります。

当連結会計年度末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加となりまし

た。これは主に、剰余金の配当 億 百万円に対し、当期純利益36億61百万円を計上したこと等によるものであり

ます。

②当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の使用、財務活動に

よる資金の獲得等により、期首残高に比べて 百万円減少し127億50百万円（前連結会計年度末比 ％減少）とな

りました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動の結果、使用した資金は、34億13百万円（前連結会計年度は18億８百万円の使

用）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益63億21百万円の計上、たな卸資産の増加額71億５百万

円、法人税等の支払額33億２百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は、５億59百万円（前連結会計年度は１億44百万円の獲

得）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出６億56百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動の結果、獲得した資金は、39億57百万円（前連結会計年度は12億62百万円の使

用）となりました。これは主に、短期借入金の純増加額49億83百万円、配当金の支払額10億21百万円等によるもの

であります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。

３．平成23年１月期、平成24年１月期及び平成25年１月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・

レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

４．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

874億84 77億９

71

489億97 49億３

384億86 28億６

10 23

15 0.1

平成23年１月期 平成24年１月期 平成25年１月期

自己資本比率（％） 45.0 44.7 43.9

時価ベースの自己資本比率（％） 47.4 27.1 40.2

債務償還年数（年） － － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － －
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様を重視した安定的な利益還元を経営の重要課題として位置づけ、将来の事業展開に備え内部留

保の充実にも留意しながら業績動向等を勘案し、株主の皆様への利益還元を継続的に実施することを基本方針として

おります。 

当期の利益配当金につきましては、中間配当金として普通配当１株当たり 円の配当を実施いたしました。また、

期末配当金につきましては、１株当たり 円とし、年間配当金は38円（配当性向 ％）を予定しております。

また、次期の利益配当金につきましては、依然として続く当社を取り巻く厳しい事業環境や、将来の事業展開に備

えた内部留保の充実にも留意し、中間配当において１株当たり 円、期末配当金においても１株当たり 円とし、年

間配当金は 円（配当性向 ％）を予定しております。

なお、平成26年１月期の配当予想につきましては、現在の組織を前提に算定しております。経営統合に基づく新会

社の配当予想については改めて発表する予定であります。

(4）事業等のリスク

当社グループの事業及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、

文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

（購買者の需要動向について）

当社グループの不動産分譲事業においては、景気動向、金利動向、地価動向及び住宅税制等といった外的要因に

より購買者の需要動向が左右されるため、潜在的な購買者の需要動向が当社グループの業績等に影響を与える可能

性があります。

（引渡し時期遅延による業績変動について）

不動産分譲事業の戸建住宅においては、売上の計上時期が物件の引渡し時となります。大規模プロジェクトや開

発行為が伴う案件は、引渡しまでに期間を要するものもありますが、建築の工期は当社の工程管理システムにより

管理されております。なお、天災その他予想し得ない事態による工期の遅延等、不測の事態により引渡し時期に大

幅な遅れが生じた場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

（有利子負債への依存度について）

不動産分譲事業の土地仕入資金は、主に金融機関からの借入金によって賄っているため、総資産に占める有利子

負債の割合は平成25年１月期末において ％となっております。事業資金の調達及び返済は、金利情勢その他の

外的環境に左右されるため、これにより当社グループの経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

資金調達においては、コミットメント期間付タームローン契約や当座貸越契約の締結により、機動的、安定的な

資金調達力の強化を目指しておりますが、金融情勢等の変化により必要な資金がタイムリーに調達できなくなった

場合あるいは返済が困難となった場合には、土地仕入を始めとした事業活動に少なからず影響を及ぼす可能性があ

ります。

（競合等の影響について）

当社グループは、首都圏を中心に不動産分譲事業を展開しておりますが、当該エリアは競合関係にある同業他社

も多く、同時期、同一地域に販売活動が重なった場合には価格競争が生じ、当社が想定する価格で販売できない場

合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

（建築資材の調達について）

当社グループは、資材の調達において、大量発注によるスケールメリットにて原価を抑えておりますが、市場経

済を見ますと不安定な要素も含め推移しております。

今後は国内の景気回復・住宅着工の動向と相まって他の製品及び原材料も含めて全般的に価格の変動も予想さ

れ、販売価格への転嫁等が難しい場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

（法的規制について）

当社グループは、「宅地建物取引業法」に基づく宅地建物取引業、「建設業法」に基づく建設業、更には「建築

士法」及び「建築基準法」に基づく一級建築士事務所として不動産分譲事業を行っております。

また、当社は、土地仕入から企画・設計・施工・販売業務を一貫して幅広く事業活動を行っているため、上記以

外にも「都市計画法」、「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅

の品質確保の促進等に関する法律」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」、「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」、「独占禁止法」、「消費者契約法」、「個人情報の保護に関する法律」等、その他関係告示及

び地方公共団体の条例等も含め様々な規制を受けております。これら法令等の遵守を怠った場合には業務停止等の

行政処分を受け、業務の円滑な遂行に影響を及ぼす可能性があります。

19

19 28.0

20 20

40 21.6

37.6

㈱東栄住宅(8875)　平成25年１月期　決算短信

- 4 -



（財務制限条項について）

当社は、複数の金融機関とコミットメント期間付タームローン契約及び当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約には当該契約締結日以降の各決算期の末日及び第２四半期の末日において、個別及び連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額、個別及び連結の損益計算書における損益の金額について、それぞれ一定の指数以上の維

持等の財務制限条項が取り決められており、これらの条項に抵触した場合には、期限前弁済義務が生じる恐れがあ

り、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

（個人情報等の管理について）

当社グループは、当社物件のご購入をご検討いただくお客様やご購入いただいたお客様等、事業を行う上で多数

の個人情報を保有しているほか、様々な経営情報等の内部情報を有しております。

これらの情報管理については、その管理に万全を期するため、管理体制の構築、社内規程の整備、システム上の

セキュリティ対策の増強を図るとともに、社内コンプライアンス研修や社外セミナー等への参加を通じて社員の情

報管理意識の向上に努めております。しかしながら、万が一、これらの情報が外部流出した場合は、当社グループ

に対する信頼の失墜や損害賠償等により、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、社会的

関心が高まる中、今後、法規制が一層厳しくなる可能性もあり、徹底した情報管理の継続を図るため、コストが増

加する可能性があります。

（訴訟について）

当社は不動産分譲事業ディベロッパー（仕入、設計、施工、販売等）であり、事業等を行っていく上において

様々なリスクが存在しております。特に法的な側面においては、訴訟、紛争が存在し、これらを完全に排除するこ

とは極めて困難であり、相手側による根拠のない誤認であった場合にも、当社の信用に悪影響を及ぼし、業績に影

響を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度において当社グループの業績等に影響を及ぼす訴訟は提起さ

れておりません。

なお、上記は当社グループが事業継続する上で、予想される主なリスクを具体的に例示しており、これらに限定

されるものではありません。
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社東栄住宅）、連結子会社１社及び関連会社１社の３社

により構成されており、不動産分譲事業を主な事業としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

(1）不動産分譲事業 

当社は、首都圏を中心に戸建住宅等の分譲事業を行っております。また、当社の販売する戸建住宅の定期検査、ア

フターサービス業務等は、連結子会社であるティ・ジェイホームサービス株式会社に委託しております。また、土地

仕入資金等を株式会社商工組合中央金庫から借り入れる場合には、当社が組合員になっている住宅新興事業協同組合

から転貸融資を受けております。

(2）建築請負事業

当社及び連結子会社は、注文住宅等の建築請負事業を行っております。

(3）不動産賃貸事業

当社は、保有する賃貸住宅等の不動産賃貸事業を行っております。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

注）１．定期検査、アフターサービス業務等の委託

２．株式会社商工組合中央金庫からの組合員に対する転貸による借入れ

３．（注）２の借入金の返済及び転貸料、会費の支払

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針

当社グループは、「人を幸せにする住まいづくりを通じて、潤いのある暮らしと豊かな社会の発展に貢献する」を

企業理念として掲げております。この理念に基づき、当社グループの特色であります「グループ一貫体制」のもと、

用地仕入、企画設計、施工、販売及び検査・アフターサービス部門が総力をあげて、「良質廉価な分譲住宅を供給し

続ける」ことを経営方針とし、今後も地域の皆様に信頼される「地域密着型総合住宅企業」を目指し、更なる発展に

邁進してまいります。

(2）目標とする経営指標

当社グループは、経営の効率化、透明性、健全性を確保するため、強固かつ柔軟性のある組織体制の確立を目指す

とともに、適正な在庫バランス及び健全な財務体質を図り、「たな卸資産回転率」、「売上総利益率」の向上を目標

に、株主価値増大を目的とした、永続企業としての確固たる収益基盤の構築に取組んでまいります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

今後のわが国経済は、輸出環境の改善や経済・金融政策等を背景に次第に景気回復へ向かうことが期待されるもの

の、海外景気の下振れや、雇用・所得環境の低迷等により景気を下押しするリスクも存在しており、依然として先行

きが不透明な状況にあります。 

不動産・住宅業界では、各種の住宅取得促進政策を背景に、新設住宅着工戸数や地価の動向等の各種指標に市況の

回復傾向が現れており、また新政権の下での更なる住宅取得促進政策により先行きにおいても市況の活性化が期待さ

れております。しかしながら、その一方でこれらの各種経済政策の効果による需要を睨んだ競合関係にある同業他社

間での競争が激化することにより、引続き供給過多な市場環境が続く恐れがあり、このような市場環境に伴う消費者

の選択肢拡大や雇用・所得環境の伸び悩みから、戸建分譲住宅における販売価格は弱含みで推移するものと想定され

ます。

このような状況において、当社グループは、中期経営計画に基づき、引続き不動産分譲事業を主力事業として、グ

ループ一貫体制による徹底した品質管理、設計・建設２種類の住宅性能評価書を取得した長期優良住宅「安心で安全

な品質の住宅」に加え、「住まい」から「暮らし」を創造する企業グループとして、ご入居後のサポートまで顧客満

足を追求した、付加価値の高いサービスを提供し続けることを目標に掲げ、潤いのある暮らしと豊かな社会づくりに

貢献することで、更なる企業価値増大を目的に全社一丸となって取組んでまいります。

具体的には、あらゆる局面に耐え得る企業体質を構築するため、一定の販管費水準の維持、建築コスト、土地取得

コスト低減などの継続的な原価削減に努め、コスト競争力を強化しながら、適正な在庫水準を維持した高回転の事業

サイクルによる高水準の売上総利益率を維持することで、事業の拡大、業績の向上に向けて取組んでまいります。併

せて、長期優良住宅認定等、省エネルギー、CO2削減等の環境に配慮した住宅を推進し、質の向上にも積極的に取組

んでまいります。

一方、不動産分譲事業で培った設計・施工管理ノウハウを活かした建築請負事業を展開し、事業シナジーによる収

益拡大に取組み、ティ・ジェイホームサービス株式会社において積極的な事業展開を進めているリフォーム事業とと

もに受注体制及び生産体制の強化を図り、不動産分譲事業に次ぐ基幹事業として育成してまいります。

また、不動産賃貸事業においては安定収益基盤として事業展開を進めてまいります。

(4）会社の対処すべき課題

当社グループが主体とする不動産・住宅市場では、新政権の発足による各種経済対策効果による景気上向きに対す

る期待感の高まりや、消費税増税に伴う駆け込み需要が期待できる一方、依然として所得減少・雇用不安や欧州・ア

ジア経済などによる世界経済の減速を背景にした先行き不透明な国内景気や円安の進行による材料費高騰、競合企業

の増加による土地仕入価格上昇などが懸念されます。このような中、当社においては引続き中期経営計画に則り、首

都圏以外の地域へ営業エリアを拡大し、更に新たな事業領域への参入も積極的に行うことで事業規模の拡大及びリス

クの分散を図ってまいります。また、長期優良住宅の標準仕様に加え、太陽光パネルの搭載件数を増加させるなど環

境に配慮した付加価値の高い住宅を供給することで一定の利益率が確保できる収益構造を築いてまいります。

そのような環境下、「事業機会とリスクに対応できる社内体制の構築」を目標に、「お客様価値の拡大」「健全な

事業成長モデルの維持」「将来事業価値への投資」「更なるコスト削減」を掲げ、既存の経営資源を最大限に活用す

ることで市場シェアの拡大、収益の極大化を図るため、以下の戦略を骨子とした事業を推進してまいります。

ⅰ）基本方針

デフレ局面において、より強い推進力を発揮する事業ドメインを基に、自社一貫体制による高回転事業モデル

を活かし、中所得者層をメインターゲットに低廉かつ良質な戸建分譲住宅を供給することで、適正な在庫バラン

スと健全な財務体質を実現し、全社体制で収益力の向上を図ってまいります。

３．経営方針
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ⅱ）商品コンセプト

当社の強みである高品質な性能表示住宅をベースにした長期優良住宅「安全で安心な品質の住宅」に加え、

太陽光パネルの搭載件数を増加させるなど暮らし方の多様化を意識した多彩な商品企画により「生活満足度の

更なる向上」を実現してまいります。また、「住宅性能評価書の全棟取得」「長期優良住宅の標準導入」「入

居後のアフターメンテナンス体制」の強みを最大限に高めることにより、「Blooming Garden」ブランドの認知

度向上に努め「東栄住宅」の知名度向上、更なる差別化を図ってまいります。

ⅲ）エリア戦略

人口流入が多く、新築住宅着工戸数が全国の約50％を占める首都圏（東京・埼玉・神奈川・千葉）において潜

在主力顧客である第一次取得者層のニーズが高い国道16号線を中心とした都市近郊部エリアにおいて地域密着型

の店舗展開による事業を展開し、同エリアでの販売数量の拡大を図ってまいります。また中期的成長戦略とし

て、有望と思われる他エリアへの進出を図ってまいります。

ⅳ）仕入戦略

在庫回転期間を最重視し、小ロット区画を中心とした物件に注力、併せて用地選定の一層の厳格化を図り、従

来以上に客観的な市場価格データを活用した審査をする等、厳選した用地仕入を実践してまいります。

ⅴ）原価戦略

原材料費の変動に対しては、当社の強みである分離発注によるスケールメリットを活かした集中購買、施工基

準・技術基準・設計基準の見直しや工期短縮などによる徹底したコストダウンにより、高い品質を維持しながら

継続的な原価削減を図り、商品に更なる価格競争力を持たせ、収益性向上に努めてまいります。

ⅵ）販売戦略

着工日までの期間短縮や、一定期間を経過した場合の価格調整を柔軟に行うことで早期での販売完了を実現

し、在庫回転期間の短縮を継続してまいります。

また競合他社に先駆けて、平成23年２月以降着工の新築戸建分譲住宅において「長期優良住宅の標準導入」を

決定し、平成24年９月以降の新築戸建分譲住宅において「太陽光パネル搭載住宅」を供給しており、今後も当社

戸建住宅の性能、デザインを最大限訴求することで競争力を高め、積極的に需要を喚起してまいります。

ⅶ）資金調達の確保

当社グループが主体とする不動産事業を推進するに当たり、資金調達力の強化は重要な課題であると認識して

おります。当社の資金調達は事業用地等の取得に係るプロジェクト資金であり機動的かつ安定的に行う必要があ

ります。現在、円滑な金融機関取引体制が整ったことで資金調達の安定化が図られ、現預金残高も一定水準を確

保しており、今後も事業計画と事業環境に応じた資金確保を図ってまいります。

ⅷ）新規事業への取組み

住宅市場を取り巻く環境の変化に対応するため、基幹事業のノウハウを活かした建築請負事業を推進し、新規

顧客の開拓を進め将来の基幹事業へと育成してまいります。

狭小地の活用、税金、物件管理、アフターサービスなどの不動産オーナーが抱える様々な悩みを解消し、安定

的なリターンが実現できる万能型の土地活用をご提案する戸建賃貸経営システム「トーマス ＴＯＨＭＡＳ」

と、様々なライフスタイルを持つ居住者のニーズに応えるための「趣味と暮らし」をコンセプトにした新スタイ

ルの戸建注文企画型住宅「ＳＨＵＫＵＲＡ－趣暮－」シリーズを積極展開してまいります。

また、平成23年４月に出展いたしました総合住宅展示場（立川市）のモデルハウスやリアルサイズモデル（日

野市）を活用し、個人注文住宅受注を強化してまいります。

ⅸ）グループ戦略及び事業領域の整理・拡大

効率的な事業展開を図るため、多様化する事業を「新築領域」「中古領域」に大別し、その中で更に「安定領

域」「成長領域」「投資領域」に区分し、事業領域を明確化してまいります。これにより事業サイクルの効率化

を図り、事業間及びグループ間のシナジーを最大限に発揮してまいります。

連結子会社ティ・ジェイホームサービス株式会社は、アフターメンテナンスの拡充を行うとともに、住宅のリ

フォーム等によるストック事業の拡大に注力してまいります。
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当連結会計年度
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,766 12,750

受取手形及び売掛金 97 71

販売用不動産 ※2  15,550 ※2  16,912

仕掛販売用不動産 ※2  32,334 ※2  37,588

未成工事支出金 5,066 5,557

原材料及び貯蔵品 19 17

前渡金 376 559

繰延税金資産 226 169

その他 166 192

貸倒引当金 △1 －

流動資産合計 66,602 73,821

固定資産

有形固定資産

建物 ※2  4,730 ※2  5,065

土地 ※2  8,360 ※2  8,473

その他 ※2  475 ※2  501

減価償却累計額 △1,708 △1,867

有形固定資産合計 11,858 12,173

無形固定資産

ソフトウエア 184 122

ソフトウエア仮勘定 － 41

その他 10 9

無形固定資産合計 195 174

投資その他の資産

投資有価証券 544 788

繰延税金資産 276 214

その他 ※1  326 ※1  339

貸倒引当金 △30 △27

投資その他の資産合計 1,117 1,315

固定資産合計 13,171 13,662

資産合計 79,774 87,484
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当連結会計年度
(平成25年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 11,766 12,279

短期借入金 ※2  26,836 ※2  31,819

1年内返済予定の長期借入金 ※2  426 ※2  375

未払法人税等 2,232 1,547

賞与引当金 53 55

その他 1,192 1,273

流動負債合計 42,509 47,349

固定負債

長期借入金 ※2  631 ※2  688

退職給付引当金 491 549

保証工事引当金 306 261

その他 155 148

固定負債合計 1,585 1,647

負債合計 44,094 48,997

純資産の部

株主資本

資本金 7,811 7,818

資本剰余金 8,103 8,109

利益剰余金 19,577 22,215

自己株式 △40 △41

株主資本合計 35,451 38,102

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 188 330

その他の包括利益累計額合計 188 330

新株予約権 40 54

純資産合計 35,680 38,486

負債純資産合計 79,774 87,484
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

売上高 102,973 112,820

売上原価 ※5  87,749 ※5  96,892

売上総利益 15,223 15,928

販売費及び一般管理費 ※1，2  8,185 ※1，2  9,023

営業利益 7,038 6,905

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 21 23

受取保険金 38 9

受取家賃 5 10

補助金収入 － 4

その他 19 8

営業外収益合計 85 58

営業外費用

支払利息 606 455

融資手数料 202 133

その他 89 46

営業外費用合計 899 635

経常利益 6,225 6,328

特別利益

固定資産売却益 ※3  3 ※3  0

退職給付制度改定益 249 －

特別利益合計 252 0

特別損失

固定資産売却損 ※4  24 ※4  6

減損損失 10 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4 －

特別損失合計 39 7

税金等調整前当期純利益 6,437 6,321

法人税、住民税及び事業税 2,208 2,618

法人税等調整額 324 41

法人税等合計 2,533 2,660

少数株主損益調整前当期純利益 3,904 3,661

当期純利益 3,904 3,661
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（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,904 3,661

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △59 141

その他の包括利益合計 △59 ※  141

包括利益 3,844 3,803

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,844 3,803

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,809 7,811

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 2 6

当期変動額合計 2 6

当期末残高 7,811 7,818

資本剰余金

当期首残高 8,101 8,103

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 2 6

当期変動額合計 2 6

当期末残高 8,103 8,109

利益剰余金

当期首残高 17,262 19,577

当期変動額

剰余金の配当 △1,588 △1,023

当期純利益 3,904 3,661

当期変動額合計 2,315 2,637

当期末残高 19,577 22,215

自己株式

当期首残高 △40 △40

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △40 △41

株主資本合計

当期首残高 33,131 35,451

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 4 13

剰余金の配当 △1,588 △1,023

当期純利益 3,904 3,661

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 2,319 2,650

当期末残高 35,451 38,102
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 248 188

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 141

当期変動額合計 △59 141

当期末残高 188 330

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 248 188

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 141

当期変動額合計 △59 141

当期末残高 188 330

新株予約権

当期首残高 15 40

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 24 13

当期変動額合計 24 13

当期末残高 40 54

純資産合計

当期首残高 33,396 35,680

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 4 13

剰余金の配当 △1,588 △1,023

当期純利益 3,904 3,661

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △35 155

当期変動額合計 2,284 2,806

当期末残高 35,680 38,486
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,437 6,321

減価償却費 263 270

減損損失 10 0

引当金の増減額（△は減少） △296 9

受取利息及び受取配当金 △22 △25

支払利息 606 455

売上債権の増減額（△は増加） 70 25

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,848 △7,105

その他の流動資産の増減額（△は増加） 453 △211

仕入債務の増減額（△は減少） 1,197 512

その他の流動負債の増減額（△は減少） △128 31

その他の固定負債の増減額（△は減少） 0 △2

その他 84 33

小計 △1,170 316

利息及び配当金の受取額 22 25

利息の支払額 △605 △453

法人税等の支払額 △55 △3,302

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,808 △3,413

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △84 △656

有形固定資産の売却による収入 337 129

無形固定資産の取得による支出 △48 △7

その他 △60 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー 144 △559

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,629 4,983

長期借入れによる収入 － 440

長期借入金の返済による支出 △2,245 △433

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,637 △1,021

その他 △9 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,262 3,957

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,926 △15

現金及び現金同等物の期首残高 15,692 12,766

現金及び現金同等物の期末残高 ※  12,766 ※  12,750
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該当事項はありません。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社名

ティ・ジェイホームサービス株式会社

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社（住宅新興事業協同組合）は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価して

おります。

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

個別法

原材料

総平均法

貯蔵品

最終仕入原価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産除く）

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

② 無形固定資産（リース資産除く）

定額法

但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

③ リース資産

リース資産の償却方法は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年１月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④ 長期前払費用

定額法

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき当連結会

計年度において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）の定額法に

より、翌連結会計年度から費用処理することとしております。

④ 保証工事引当金

保証工事に係る費用に備えるため、過去の実績を基礎として見積算出額を計上しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工期のごく短い工事契約については工事完成基準を適用し、その他の工事で当連結会計年度末まで

の進䬖部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進䬖率の見積り

は原価比例法）を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能でありかつ価値の変動について䬀少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

① 税抜方式を採用しております。

② 控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは投資その他の資産のその他に計上し、５年間で均

等償却を行っており、それ以外は発生連結会計年度の期間費用としております。
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（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用

しております。

この適用により潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストック・オプションの権利行使によ

り払い込まれた場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービス

に係る分を含めて算定しております。

また、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の数値は、当該会計方針の変更を反映した

䭧及修正後の数値を記載しております。

なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

１．「減価償却に関する当面の監査上の取扱い」（監査・保証実務委員会実務指針第81号 平成24年２月14日）

(1) 概要

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号。以下「平成23年度税制改正」という。）において、減価償却資産に係る定率法の償却率の見直しが

行われたことに対応するため、「Ⅴ 平成23年度税制改正に係る監査上の取扱い」が追加される等の見直しが行

われたものであります。

(2) 適用予定日

平成25年２月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用いたします。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

連結財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

２．「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）

(1) 概要

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識し、

積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改訂されました。また、退職給付見込額の期間帰属方法

について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改訂されまし

た。

(2) 適用予定日

平成27年１月期の年度末に係る連結財務諸表から適用いたします。但し、退職給付見込額の期間帰属方法の改

正については、平成28年１月期の期首から適用いたします。なお、当該会計基準等には経過的な取扱いが定めら

れているため、過去の期間の連結財務諸表に対しては䭧及処理いたしません。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

連結財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

（会計上の変更及び誤䭙の訂正に関する会計基準の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤䭙の訂正より、「会計上の変更及び誤䭙の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤䭙の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

（７）会計方針の変更

（８）未適用の会計基準等

（９）追加情報
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※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

上記のほか、担保権の設定が留保されている資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。

３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当連結会計年度
（平成25年１月31日）

出資金 百万円102 百万円102

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当連結会計年度
（平成25年１月31日）

販売用不動産（土地） 百万円9,899 百万円9,725

仕掛販売用不動産 25,964 28,698

建物 2,383 1,900

土地 3,719 1,989

構築物等（有形固定資産「その他」に含

む）
7 6

計 41,975 42,320

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当連結会計年度
（平成25年１月31日）

販売用不動産（建物） 百万円3,899 百万円4,379

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当連結会計年度
（平成25年１月31日）

短期借入金 百万円26,836 百万円31,819

１年内返済予定の長期借入金 426 375

長期借入金 631 688

計 27,894 32,883

前連結会計年度
（平成24年１月31日）

当連結会計年度
（平成25年１月31日）

当座貸越極度額 百万円6,500 百万円5,672

貸出コミットメント 15,974 18,387

借入実行残高 16,750 18,562

差引額 5,724 5,497
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

※５ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度

（自 平成23年２月１日

至 平成24年１月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日）

支払手数料 百万円1,861 百万円2,192

広告宣伝費 1,057 1,167

従業員給料及び手当 2,220 2,327

賞与引当金繰入額 43 41

退職給付費用 59 120

前連結会計年度

（自 平成23年２月１日

至 平成24年１月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日）

百万円－ 百万円2

前連結会計年度

（自 平成23年２月１日

至 平成24年１月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日）

土地 百万円1 百万円0

建物 0 0

車両運搬具（有形固定資産「その他」に含

む）
1 －

計 3 0

前連結会計年度

（自 平成23年２月１日

至 平成24年１月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日）

土地 百万円13 百万円5

建物 10 1

工具、器具及び備品（有形固定資産「その

他」に含む）
0 －

計 24 6

前連結会計年度

（自 平成23年２月１日

至 平成24年１月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日）

百万円371 百万円35
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当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の増加5,600株は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式数の増加28株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 百万円219

組替調整額 －

税効果調整前 219

税効果額 △77

その他有価証券評価差額金 141

その他の包括利益合計 141

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式（注）１ 26,937,356 5,600 － 26,942,956

合計 26,937,356 5,600 － 26,942,956

自己株式

普通株式（注）２，３ 14,311 28 － 14,339

合計 14,311 28 － 14,339

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 40

合計 － － － － － 40

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年４月26日

定時株主総会
普通株式 1,076 40 平成23年１月31日 平成23年４月27日

平成23年９月２日

取締役会
普通株式 511 19 平成23年７月31日 平成23年９月30日

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年４月24日

定時株主総会
普通株式 511 利益剰余金 19 平成24年１月31日 平成24年４月25日
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当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の増加23,000株は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式数の増加172株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式（注）１ 26,942,956 23,000 － 26,965,956

合計 26,942,956 23,000 － 26,965,956

自己株式

普通株式（注）２，３ 14,339 172 － 14,511

合計 14,339 172 － 14,511

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 54

合計 － － － － － 54

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年４月24日

定時株主総会
普通株式 511 19 平成24年１月31日 平成24年４月25日

平成24年９月３日

取締役会
普通株式 512 19 平成24年７月31日 平成24年９月28日

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月25日

定時株主総会
普通株式 512 利益剰余金 19 平成25年１月31日 平成25年４月26日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

現金及び預金勘定 百万円12,766 百万円12,750

現金及び現金同等物 12,766 12,750

㈱東栄住宅(8875)　平成25年１月期　決算短信

- 22 -



１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、事業内容に応じた事業本部及び事業部門を置き、各事業本部等は、取り扱う事業について包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は、事業内容を基礎とした「不動産分譲事業」、「建築請負事業」及び「不動産賃貸事

業」の３つを報告セグメントとしております。

「不動産分譲事業」は戸建住宅等の分譲事業を行っており、「建築請負事業」は注文住宅等の建築請負

事業を行っており、「不動産賃貸事業」は保有する賃貸住宅等の賃貸事業を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

 （1）セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり

ます。

 （2）セグメント資産の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり

ます。全社資産は主に当社における余剰運用資金（現金及び預金）であります。

 （3）その他の項目の減価償却費の調整額 百万円、減損損失の調整額８百万円並びに有形固定資

産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産に係る金額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日）を適用しております。これにより、各セグメントに与える影響は軽微であります。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

不動産分譲
事業

建築請負
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 99,768 2,871 333 102,973 － 102,973

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13 358 － 372 △372 －

計 99,782 3,229 333 103,345 △372 102,973

セグメント利益 8,794 40 155 8,990 △1,952 7,038

セグメント資産 57,728 1,602 6,669 65,999 13,774 79,774

その他の項目

減価償却費 31 27 87 146 117 263

減損損失 － － 2 2 8 10

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
16 64 3 83 59 143

△1,952

13,774

117

59
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当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

 （1）セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり

ます。

 （2）セグメント資産の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり

ます。全社資産は主に当社における余剰運用資金（現金及び預金）であります。

 （3）その他の項目の減価償却費の調整額 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調

整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る金額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、地域ごと

の情報を記載しておりません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載し

ておりません。

当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、地域ごと

の情報を記載しておりません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載し

ておりません。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

不動産分譲
事業

建築請負
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 109,680 2,783 357 112,820 － 112,820

セグメント間の内部売上高
又は振替高

10 232 － 243 △243 －

計 109,691 3,015 357 113,064 △243 112,820

セグメント利益 8,740 71 157 8,969 △2,064 6,905

セグメント資産 65,043 1,633 7,074 73,751 13,732 87,484

その他の項目

減価償却費 35 30 92 158 111 270

減損損失 － － 0 0 － 0

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
84 53 435 573 133 707

△2,064

13,732

111

133

ｂ．関連情報
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前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

該当事項はありません。

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用し

ております。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価

額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、

円になります。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

１株当たり純資産 円1,323.50 円1,426.00

１株当たり当期純利益 円144.99 円135.87

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円144.67 円135.36

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 （百万円） 3,904 3,661

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,904 3,661

期中平均株式数 （千株） 26,927 26,946

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額 （百万円） － －

普通株式増加数 （千株） 58 101

（うち新株予約権） ( )58 ( )101

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

－ －

144.64

（重要な後発事象）
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（１）役員の異動

①代表取締役の異動

該当事項はありません。

②その他の役員の異動

 該当事項はありません。

５．その他
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（２）生産、契約及び販売の状況

(1）生産の実績

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価額により表示しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）契約の状況

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価額により表示しております。

３．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

のその他建築請負工事の件数は省略しております。

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

セグメントの名称 項目

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

金額（百万円） 前期比（％） 金額（百万円） 前期比（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 102,173 +23.1 110,466 +8.1

土地 1,487 △49.8 935 △37.1

建築条件付戸建住宅 3,079 △63.6 1,102 △64.2

小計 106,740 +13.0 112,504 +5.4

建築請負事業

建築請負工事 1,992 +14.9 1,908 △4.2

その他建築請負工事
（リフォーム等） 763 △20.4 847 +11.0

小計 2,755 +2.4 2,755 +0.0

合計 109,496 +12.7 115,260 +5.3

セグメントの名称 項目

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

契約高
前連結会計年度末

契約残高

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 2,905 +19.8 94,912 +15.9 385 △0.3 13,216 △0.3

土地 57 △5.0 1,402 △52.1 5 +25.0 72 △54.0

建築条件付戸建住宅 47 △65.9 2,054 △63.4 7 △77.4 408 △72.0

小計 3,009 +14.7 98,369 +8.8 397 △5.7 13,697 △7.9

建築請負事業

建築請負工事 147 △13.0 2,086 △9.1 88 +1.1 1,224 △1.2

その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 760 △21.0 － － 68 △20.6

小計 147 △13.0 2,847 △12.6 88 +1.1 1,292 △2.4

合計 3,156 +13.0 101,216 +8.0 485 △4.5 14,990 △7.4

セグメントの名称 項目

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

契約高
当連結会計年度末

契約残高

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 3,267 +12.5 106,115 +11.8 358 △7.0 11,919 △9.8

土地 30 △47.4 918 △34.5 2 △60.0 55 △23.6

建築条件付戸建住宅 29 △38.3 1,073 △47.8 10 +42.9 365 △10.3

小計 3,326 +10.5 108,107 +9.9 370 △6.8 12,340 △9.9

建築請負事業

建築請負工事 149 +1.4 2,344 +12.3 106 +20.5 1,626 +32.8

その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 930 +22.4 － － 142 +109.1

小計 149 +1.4 3,274 +15.0 106 +20.5 1,768 +36.8

合計 3,475 +10.1 111,382 +10.0 476 △1.9 14,109 △5.9
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(3）事業別販売の実績

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

及び不動産賃貸事業の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

① エリア別販売実績
不動産分譲事業のエリア別の販売実績は次のとおりであります。

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．平成24年４月26日付の組織改編により、エリア統括本部を新設し、従来の戸建本部は首都圏戸建本部へ、事業開発本部は首都圏事

業開発本部へ改編されたため、前連結会計年度においても組織改編後の区分で表記しております。

② 販売経路別販売実績
不動産分譲事業の販売経路別の販売実績は次のとおりであります。

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

セグメントの名称 項目

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

件数
前期比
（％）

金額
（百万円）

前期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 2,906 +27.2 94,946 +23.6 3,294 +13.4 107,399 +13.1

土地 56 △11.1 1,487 △49.8 33 △41.1 935 △37.1

建築条件付戸建住宅 71 △63.8 3,092 △63.7 26 △63.4 1,115 △63.9

その他 － － 241 △18.7 － － 229 △5.0

小計 3,033 +19.2 99,768 +12.7 3,353 +10.6 109,680 +9.9

建築請負事業

建築請負工事 143 +23.3 2,074 +25.8 125 △12.6 1,880 △9.4

その他建築請負工事
（リフォーム等） － － 796 △10.4 － － 902 +13.3

小計 143 +23.3 2,871 +13.1 125 △12.6 2,783 △3.1

不動産賃貸事業 － － 333 △23.2 － － 357 +7.2

合計 3,176 +19.4 102,973 +12.5 3,478 +9.5 112,820 +9.6

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

本部 ブロック
金額

（百万円）
割合

（％）
本部 ブロック

金額
（百万円）

割合
（％）

首

都

圏

戸

建

本

部

東京 城西 15,748 15.8
首

都

圏

戸

建

本

部

東京 城西 14,576 13.3

東京 城南 14,169 14.2 東京 城南 15,976 14.6

東京 城東 11,425 11.4 東京 城東 12,535 11.4

小 計 41,343 41.4 小 計 43,087 39.3

埼玉 西 8,423 8.5 埼玉 西 10,725 9.8

埼玉 東 11,676 11.7 埼玉 東 11,331 10.3

小 計 20,099 20.2 小 計 22,056 20.1

神奈川 北 13,035 13.1 神奈川 北 16,118 14.7

神奈川 南 8,805 8.8 神奈川 南 9,622 8.8

小 計 21,840 21.9 小 計 25,740 23.5

千 葉 12,003 12.0 千 葉 11,575 10.5

首都圏戸建本部合計 95,287 95.5 首都圏戸建本部合計 102,460 93.4

統エ

括リ

本ア

部

東 海 4,450 4.5 統エ

括リ

本ア

部

東 海 6,987 6.4

そ の 他 － － そ の 他 140 0.1

エリア統括本部合計 4,450 4.5 エリア統括本部合計 7,128 6.5

首都圏事業開発本部等 30 0.0 首都圏事業開発本部等 92 0.1

合 計 99,768 100.0 合 計 109,680 100.0

販売経路

前連結会計年度
（自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日）

金額
（百万円）

割合
（％）

金額
（百万円）

割合
（％）

当社→一般顧客 43,113 43.2 43,423 39.6

当社→仲介業者→一般顧客 56,655 56.8 66,257 60.4

合 計 99,768 100.0 109,680 100.0
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